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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　2023年3月28日に提出いたしました第139期（自　2022年1月1日　至　2022年12月31日）有価証券報告書の記載事項の

一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第５　経理の状況

１　連結財務諸表等

(1）連結財務諸表

注記事項

（連結包括利益計算書関係）

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。

 

第一部【企業情報】

第５【経理の状況】

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

【注記事項】

（連結包括利益計算書関係）

　　（訂正前）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 

 
前連結会計年度

（自　2021年 1月 1日
至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年 1月 1日
至　2022年12月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 122百万円 △574百万円
組替調整額 △201 189

税効果調整前 △78 △385
税効果額 23 118

その他有価証券評価差額金 △54 △267

為替換算調整勘定：   

当期発生額 2,622 3,004
組替調整額 252 －

税効果調整前 2,874 3,004
税効果額 △208 1

為替換算調整勘定 2,665 3,005

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 29 129
組替調整額 27 4

税効果調整前 56 133
税効果額 △17 △41

退職給付に係る調整額 39 92

その他の包括利益合計 2,650 2,831
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　　（訂正後）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 

 
前連結会計年度

（自　2021年 1月 1日
至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年 1月 1日
至　2022年12月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 122百万円 △196百万円
組替調整額 △201 △189

税効果調整前 △78 △385
税効果額 23 118

その他有価証券評価差額金 △54 △267

為替換算調整勘定：   

当期発生額 2,622 3,004
組替調整額 252 －

税効果調整前 2,874 3,004
税効果額 △208 1

為替換算調整勘定 2,665 3,005

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 29 129
組替調整額 27 4

税効果調整前 56 133
税効果額 △17 △41

退職給付に係る調整額 39 92

その他の包括利益合計 2,650 2,831
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